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旅客船ビートル衝突（海洋生物）事故に係る 

勧告に基づき講じた措置について（完了報告） 

 

 

 

平成 28 年 1 月 8 日に長崎県対馬市上島北西方沖で発生した旅客船ビートル衝突

（海洋生物）事故について、原因関係者であるＪＲ九州高速船株式会社から、当委

員会が行った勧告に基づき講じた措置について報告を受けましたのでお知らせし

ます。（別添） 

この事故については、平成 29 年 7 月 27 日に事故調査報告書の公表とともに同社

に対して勧告を行い、同年 10 月に同社から勧告に基づく措置の状況（実施計画書）

について報告を受けていたところです。（参考１，２） 

なお、同社からの完了報告は、勧告の内容を反映したものとなっています。 
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減速   －   
 

年  月   日 
各船機長 殿 

運 航 管 理 者 
 

減速海域設定書 

 

発見船舶 

□ BEETLE 

□ BEETLE2    JF    便 

□ BEETLE3 

発見日時 

 

年  月  日   時   分 

 

減速海域 
 

を中心に半径 5 ﾏｲﾙ 
 

減速期間 
年  月  日 

～   年  月  日 

航海速力 

35knot 以下 

 ※但し、気象・海象により、安全航行を損なうと認め

られる場合は、この限りではない。 

 

特記事項 

 

当分の間 

  玄界島～釜山港外防波堤間を 40Knot 以下とする 
 

（資料 3） 



 

減速航行 見張強化 販売中止 ﾍﾞﾙﾄ&ﾃｰﾌﾞﾙ
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　　月　　　日
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　　月　　　日

　　月　　　日

鯨類警戒航行ﾁｪｯｸﾘｽﾄ

（船名：　　　　　　　　　　　　）

　　月　　　日

　　月　　　日

　　月　　　日

月　日 便　名
実施項目

船長署名
管 理 者
署 　　名



（資料 4） 
○ｸﾞﾘｰﾝ席肘掛（緩衝材付きに交換） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



(資料 5) 

 
○ﾄﾞﾘﾝｸﾎﾙﾀﾞｰ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



運 委 参 第 １ ０ ４ 号 

平成２９年７月２７日 

 

ＪＲ九州高速船株式会社 

     代表取締役社長 水野 正幸 殿 

 

運輸安全委員会 

                       委員長 中橋 和博 

 

旅客船ビートル衝突（海洋生物）事故に係る勧告について 

 

本事故は、ビートルが、鯨類などとの衝突に対する安全対策の一環として減速航行

などの実施を指示する目的で貴社が平成２８年１月４日に設定した海域を巡航速力で

航行中に海洋生物と衝突し、シートベルトを適切に使用していなかった旅客、及びシ

ートベルトを着用していたものの、テーブルを展開していた旅客並びにワゴン販売を

していた客室乗務員等に負傷者が発生したものと考えられる。 

貴社は、減速航行、海洋生物に対する見張りの強化、ワゴン販売の中止、旅客に対

するシートベルト着用周知の実施などの鯨類警戒航行の実施要領を安全管理規程に定

めて周知徹底を図っておらず、減速航行実施に伴う許容される遅延時間を伝え、また、

鯨類警戒航行の実施状況の把握をしていなかったものと考えられる。 

このことから、当委員会は、本事故調査の結果を踏まえ、旅客の輸送の安全を確保

するため、貴社に対し、運輸安全委員会設置法第２７条第１項の規定に基づき、下記

のとおり勧告する。 

また、同条第２項の規定に基づき、この勧告に基づき講じた措置について報告を求

める。 

 

記 

 

 貴社は、旅客の輸送の安全を確保するため、次の措置を講じること。 

(1) 鯨類警戒航行の実施について、安全管理規程で定めること。 

(2) 各船に対し、設定した減速海域における鯨類警戒航行を励行させること。 

(3) 各船における鯨類警戒航行の実施状況が把握できる管理体制を構築すること。 

(4) 客室内における緩衝材の取付け及び鯨類警戒航行時のテーブルの格納等を進

めること。 

参考１ 



運輸安全委員会
タイプライターテキスト
参考２

運輸安全委員会
長方形




